
 

 

【岡山県】 

端末整備・更新計画 

 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

① 児童生徒数 2,558 2,558 2,558 2,558 2,558 

② 予備機を含む 

整備上限台数 
2,941 2,941 2,941 0 0 

③ 整備台数 

（予備機除く） 
0 0 2,558 0 0 

④ ③のうち 

基金事業によるもの 
0 0 2,558 0 0 

⑤ 累積更新率 0% 0% 100% 100% 100% 

⑥ 予備機整備台数 0 0 383 0 0 

⑦ ⑥のうち 

基金事業によるもの 
0 0 383 0 0 

⑧ 予備機整備率 0 0 14% 0 0 

（端末の整備・更新計画の考え方） 
 ＧＩＧＡスクール構想の１人１台端末の整備として令和２(2020)年度に一括整備した
端末を、令和８(2026)年度に一括で更新する。また、令和９(2027)年度以降に児童生徒
数が増加した場合は、予備機で対応予定とする。 
 
（更新対象端末のリユース、リサイクル、処分について） 
〇対象台数：Ｃｈｒｏｍｅｂｏｏｋ：1,580 台、ｉＰａｄ：1,261 台 
〇処分方法 
 再使用が可能な端末については、学校で教職員等の業務用端末として引き続き利用
する。バッテリーの劣化や故障等で再使用が困難な端末については、「小型家電リサ
イク法に基づく認定事業者への処理委託」又は「資源有効利用促進法に基づく製造事
業者等への処理委託」により処分する。 
 
〇端末のデータの消去方法 ※いずれかに〇を付ける。 
・自治体の職員が行う 
・処分事業者へ委託する 
 

〇スケジュール（予定） 
 令和９(2027)年４月 新規購入端末の使用開始 
 令和９(2027)年４月 使用済端末の事業者への引き渡し 
 ※処分業者の選定方法、時期については別途検討する。 

 



 

 

【岡山県】 

ネットワーク整備計画 

 

岡山県では、全県立学校を対象に、令和６(2024)年９月から令和７(2025)年１月の期

間にネットワークアセスメントを実施した。 

 

 必要なネットワーク速度が確保できている学校数、総学校数に占める割合 

対象校 校数 速度確保済 校数 速度確保済の割合 

県立中学校・中等教育学校 ４ ４ 

100％ 県立特別支援学校 

（小学部及び中学部設置校） 
12 12 

 

今後もネットワーク保守業者と連携し、接続状況の確認とユーザ体感の把握に努め、

安定したネットワーク環境を維持する。 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

【岡山県】 

校務ＤＸ計画 

 

岡山県では、「ＧＩＧＡスクール構想の下での校務ＤＸチェックリスト(文部科学省)」

を参照し、次の６点を中心に校務ＤＸを推進する。 

 

１ クラウド環境を活用した校務ＤＸの積極的な推進 

・クラウドサービスを利用した実施・集計が可能な保護者への調査・アンケート等につい

て、デジタル化を原則とする。 

・児童生徒の欠席・遅刻・早退連絡のクラウドサービス利用について、ＰＣ・モバイル端

末等を用いた保護者からの連絡受付、学校内の集計を実施できる体制を整える。 

・職員会議等の資料のクラウドサービス上の共有について、セキュリティレベルに留意し

ながらクラウドで共有してペーパーレス化を推進するとともに、事前の情報共有や意見

交換を行い、協議の効率化を図る。 

・クラウドサービスを利用した実施・集計が可能な教職員への調査・アンケート等につい

て、デジタル化を原則とする。 

・授業研究会や校内研修等の協議について、チャットやフォーム等のクラウドサービスを

利用して、意見集約やまとめ作成等の効率化を図る。 

 

２ ＦＡＸ・押印の原則廃止 

・ＦＡＸの使用について、「ＦＡＸの利用が例外的に必要と考えられる業務」の見直しを

徹底し、日常の業務では使用しないことを原則とする。 

・押印について、「業務で押印が必要な書類」の見直しを徹底し、ペーパーレス化を推進

する。 

 

３ 校務支援システムへの名簿情報の不必要な手入力作業 

手入力作業に伴う入力ミスの防止や作業時間の削減を目的として、可能な範囲で効率化

を図る。 

 

４ 校務における生成AI活用 

校務で長時間かかっていた作業（会議や研修資料、保護者向けお知らせ文書等のたたき

台作成、表計算ソフトの数式等の作成等）において生成AIを活用し、校務の効率化を図る。 

 

５ 次世代の校務支援システム 

令和11(2029)年度までの次世代校務支援システムの導入完了に向け、令和６(2024)年度

から先進自治体の取組の視察等を行いながら検討を開始している。 

 

 



 

 

６ 学校情報化優良校認定 

各校が校務ＤＸを推進するために必要な基盤を「学校情報化認定」制度のチェックリス

ト項目レベル２以上と捉え、学校情報化優良校認定と認定期間終了後の再認定を達成す

る。 

 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

【岡山県】 

1 人 1 台端末の利活用に係る計画 

 

１ １人１台端末をはじめとするＩＣＴ環境によって実現を目指す姿 

岡山県では、中央教育審議会答申「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して～全て

の子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～」を受け、そ

の中から特に、「これまで繰り返し述べてきたように、『令和の日本型学校教育』を構築

し、全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びを実現するた

めには、学校教育の基盤的なツールとして、ＩＣＴ は必要不可欠なものである。」を参

照し、「１人１台端末環境を基盤とした授業改善 ≒ 個別最適な学びと協働的な学びの一

体的な充実」と捉え、日常的なＩＣＴ活用頻度等を指標としながら授業改善を継続して推

進している。 

上記を踏まえ、目指す学びの姿を次のとおりとする。 

 ○ 学校や家庭において、自分の判断で端末を活用して学ぶ。 

 ○ 自分の学習進度等に応じて、ＩＣＴも活用し、自ら学習を調整しながら学ぶ。 

 ○ クラウドを活用し、「他者参照」「途中参照」「相互啓発」して協働的に学ぶ。 

  ○ 探究的な学習の過程において、ＩＣＴの使いどころや、端末の効果的な使い方等を

思案して主体的に端末を活用して学ぶ。 

 

２ ＧＩＧＡ第１期の総括 

【県立中学校・中等教育学校（前期課程）における１人１台端末の日常的な活用】 

岡山県では、全国学力･学習状況調査 生徒質問調査「１、２年生のときに受けた授業で、

ＰＣ・タブレットなどのＩＣＴ機器を、どの程度使用しましたか」の項目における「ほぼ

毎日」の回答について、令和６(2024)年度の目標値を100％に設定して取り組んできた。

令和６(2024)年度の県立中学校・中等教育学校（前期課程）の実績値は、80.0％で、全国

及び県全体よりも高い数値であるが、更に生徒が日常的に端末を活用して学びを深めるた

め、「３ １人１台端末の利活用方針」に基づき、授業改善を推進する。 

 

【県立特別支援学校における１人１台端末の日常的な活用】 

 岡山県では、令和２(2020)年度から令和５(2023)年度まで、特別支援学校におけるＩＣ

Ｔプロジェクトチームを設置し、特別支援学校におけるＩＣＴ活用を推進するとともにＩ

ＣＴ活用に係る好事例の収集と周知を図ってきた。また、令和３(2021)年度よりフォーラ

ムを開催し、特別支援教育におけるＩＣＴ活用の重要性について広く周知を図っている。 

授業にＩＣＴを活用して指導する能力を有する教員の割合（文部科学省調査）は、令和

４(2022)年度97.3％から令和５(2023)年度98.9％と1.6ポイント上昇しており、今後も引

き続きフォーラム等で障害種別に好事例の周知を図る等により、一層の１人１台端末の日

常的な活用が図られるように、学校と連携を強化して推進する。 

 

 



 

 

３ １人１台端末の利活用方針 

 岡山県では、ＧＩＧＡ第２期における１人１台端末の更新を令和８年度に予定している。

引き続き１人１台端末環境を維持する。 

 また、次のとおり目標を設定し、教育ＤＸを推進する。 

【日常的な活用】①～⑤の場面で１人１台端末を週３回以上活用する学校の率 

学習場面 現状値(Ｒ６) 目標値(Ｒ８) 

① 生徒が自分で調べる場面 100％ 100％ 

② 生徒が自分の考えをまとめ、発表・表現する場面 75％ 100％ 

③ 教職員と生徒がやりとりする場面 100％ 100％ 

④ 生徒同士がやりとりする場面 50％ 100％ 

⑤ 生徒が自分の特性や理解度・進度に合わせて課題

に取り組む場面 
75％ 100％ 

※全国学力･学習状況調査 学校質問調査の回答による 

 

【学びの保障】①～④の支援等で１人１台端末を活用する学校の率 

内容 現状 目標値(Ｒ８) 

① 希望する不登校生徒への支援 実施可能 100％ 

② 希望する児童生徒への端末を活用した教育相談 実施可能 100％ 

③ 外国人児童生徒に対する学習活動等の支援 実施可能 100％ 

④ 障害のある児童生徒や病気療養児等、特別な支援

を要する児童生徒の実態等に応じた支援 
実施可能 100％ 

 

 

以上 

 


